別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工鉱業振興費
	事業名:　国内販路開拓促進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内3094）

E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,200千円（前年度予算額：3,700千円）
	事業内容


	１　事業の内容


長引く景気低迷や消費者嗜好の多様化などに伴う国内市場の縮小、従来からの流通体系の激変、製造現場の海外シフトなど、地場産業（繊維・アパレル、陶磁器、刃物、紙、木工など）を取り巻く環境が厳しさを増すなか、地場産業産地・企業のビジネスモデル改革を促すとともに、首都圏等での新規顧客の確保に向けた消費者直結型の販路開拓を推進するための支援を行う。
＜事業内容＞
①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化
a)産地（地場産業）活性化のための懇談会の開催
・繊維・アパレル、陶磁器、刃物、紙、木工など地場産業の各産地を対象に、次世代を担う経営者等を集め、意見交換、新市場開拓・新商品開発の成功事例発表等を行うことにより、企業の意識改革を促進させ、産地の活性化を図る。
b)産地・業種別による研修会・勉強会の開催
・各産地の経営者、商品開発担当者、製造現場の中核人材等を対象に、商品開発・販路開拓等に関する研修会や、大学・公設試験場・産業支援機関のスペシャリストを交えた技術連携勉強会を開催する。

②インターネットショッピングモールへの出店支援

成長著しい販売チャネルであるインターネットを通じたビジネスチャンスを県内の中小事業者に幅広く提供することによって県内中小企業の販路拡大を促進し、県外からの商品購入を増加させ、地域経済を活性化させる。
a）Ｅコマースセミナーの開催
県内事業者の販路拡大と売上増加を目的に、インターネット上の電子ショッピングモールへの出店や電子商取引(Ｅコマース)に関するビジネス支援セミナーを開催する。
b）「楽天市場」における県物産展開催
楽天に出店している県内事業者への販売促進支援として、「楽天市場」特設ページにおいて、食品や工芸品、衣料、日用雑貨などを扱う県内出店者によるバーチャルの催事場（商店群）を設置した県物産展を開催する。　
　※県と楽天は、平成２１年１１月６日に包括連携協定を締結

③国内販路開拓活動費

首都圏等において工芸品、衣料、日用雑貨などの高品質な岐阜ブランド製品の販路開拓に挑戦している中小地場産業者を支援するため、訪問や招へいなどにより百貨店、商社、小売店等のバイヤーとのマッチング支援を行う。

	２　所要経費


①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化（500千円）
[内容]　産地活性化懇談及び研修会・勉強会の開催経費
５産地×１回
[内訳]　講師謝金、講師旅費、会場代　等
②インターネットショッピングモールへの出店支援（3,300千円）

a）Ｅコマースセミナーの開催（459千円）
[内訳]　セミナーの開催経費
５圏域×２回
[内訳]　会場使用料、チラシ作成等
b）「楽天市場」における県物産展開催（2,841千円）

[内訳]　 楽天への委託経費（出店者の選定、Ｗebページ作成、バナー広告募集、他の楽天ページからのリンク設定や会員メール送信等による案内周知）
[内訳]　委託料等
　③国内販路開拓活動費（400千円）

[内容]　企業訪問等に係る経費
[内訳]　業務旅費等
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・国内の販路開拓を支援する

	２　これまでの取組状況


①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化

■「美濃焼産地活性化懇談会」の開催

地元商工会議所等との共催により、美濃焼産地の若手を中心に集めて事例紹介や意見交換を実施。商工労働部長が座長として参加。
・第1回（H22年3月16日）　多治見商工会議所と共催

・第2回（H22年7月5日）　多治見商工会議所と共催

・第3回（H22年7月29日）　瑞浪市商工課と共催

・第4回（H22年9月1日）　土岐商工会議所と共催

■「飛騨木工家具産地活性化懇談会」の開催

飛騨木工連合会の主要組合員企業５社から若手の職人、営業担当者などを集め、知事と意見交換を実施
・H22年9月28日　　（協）飛騨木工連合会と共催

■平成２２年度中に「美濃和紙産地活性化懇談会(仮称)」、「岐阜アパレル産地活性化懇談会(仮称)」の開催を計画中。

②インターネットショッピングモールへの出店支援

a）Ｅコマースセミナーの開催
○　県内事業者の楽天市場への出展を促進し、中小商店の商圏と売り上げの拡大を
図るため、ネット市場の動向やオンラインショップの開店・運営などの手順を紹
介するセミナーを開催。

　　　・平成21年11月には県内5カ所で開催し、319社363名が参加。

　　　・平成22年3月に開催した第２弾セミナーでは約610名の参加。

　　　・県主催の他、市町村や商工会議所・商工会と連携したセミナーも展開中。
· b）「楽天市場」における県物産展の開催
· 第１回目は平成２１年１１月２５日から１２月２５日まで開催し、県産品３２品目を紹介。期間中の参加店舗総売上は約７，５３０万円。

· 第２回目は平成２２年６月１８日から７月２０日まで開催し、飛騨牛などの県産品をはじめ、ファッションやインテリア、雑貨など様々なジャンルから３６店舗が参加し、期間中の参加店舗総売上は約１億５２６０万円。

· 第３回目の物産展は、平成２２年１１月２５日から１２月２７日にかけ、岐阜・福井合同物産展として開催予定。

③国内販路開拓活動費
・平成２２年８～９月に、大手百貨店への訪問・連絡を通じて本県地場産品を紹介するとともに、８月には同バイヤーを招へいし、県内メーカー数社（和紙小物・衣料、インテリアなど）との現地でのマッチングを実施。
・平成２２年８月に、大手百貨店のバイヤーに対し、岐阜の地場産品を扱う東京のセレクトショップ「ジカバーニッポン」で販売されている商品を紹介。
・平成２２年９月に、大手百貨店バイヤーへ県内の数社（木製生活用具、和紙小物など）を紹介。
	３　これまでの取組に対する評価


・　陶磁器、刃物、木工、紙、アパレルなどの本県の地場産業は、伝統的な技術を礎に大量生産型によるビジネスモデルで発展し、１９８０～９０年代にピークを迎えた。

当時、各地場企業は大手メーカーのＯＥＭ生産や中間流通業者である商社などの注文を受けて「いい製品をつくる」ことのみに注力していればよい時代であった。

しかし近年の消費者ニーズの多様化、低価格な海外製品の台頭、流通・販売ルート変化などの影響により受注額出荷額は年々減少し、いずれの業界も企業の淘汰が進む厳しい状況を迎えている。
・　一部の企業では、海外製には負けない高い技術水準を維持しつつ、消費者ニーズをとらえた高付加価値かつ多品種少量生産型のビジネスモデルへ転換するなど、生き残りをかけた取組をすでに始めているところもある。

また流通・販売ルートの変化に伴い、かつては商社や問屋を通じて知り得た消費者ニーズを、メーカーが自ら把握して商品開発に活かすとともに、中間流通段階で利益を抜かれないよう自ら販売していかなければならない時代になってきた。
すなわち、これまでどおり製品を「作る」だけでなく、直接市場へ「売る」力を付けていくことが、中小製造業者の生き残りのための課題となっている。
・　こうした状況のなか、地場産業のビジネスモデル改革及び中小製造業者の国内販路開拓に対する支援は産業政策上重要であり、今後も重点的に産地・業種別の支援を行う必要がある。
＜各取組の評価＞
①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化

・平成２２年３～９月に実施した「美濃焼産地活性化懇談会」では、他産地における先進的な取り組みや異業種連携の事例などを踏まえ、関係者で活発な意見交換を行うことで経営者等の意識改革を促すことができた。

・平成２２年９月に実施した「飛騨木工家具産地活性化懇談会」では、知事が飛騨木工業界の次代を担う若手と飛騨ブランドの積極的な国際展開などについて活発に意見交換を行うことにより、若手の士気高揚及び業界活性化に資することができた。
②インターネットショッピングモールへの出店支援

・平成２１年度より、ネットショップに挑戦する機会を県内事業者に提供するための「販路拡大セミナー」の開催や、楽天サイト上でのネット物産展の開催などに取り組むことにより、新たなビジネスチャンス獲得の機会の創出とともに、ネット販売に取り組む県内事業者の売上げ増加に寄与した。
③国内販路開拓活動費

・平成２２年８月に、大手百貨店のバイヤーを県内の数社（和紙小物・衣料、インテリアなど）とのマッチングを実施した結果、名古屋の店舗での販売が決定。

・平成２２年８月に、大手百貨店のバイヤーに対し、岐阜の地場産品を扱う東京のセレクトショップ「ジカバーニッポン」で販売されている商品を紹介したところ、地場産品メーカーのうち１社が首都圏店舗での１１月の冬向け企画に商品（木製生活用具）を提供することとなった。

・平成２２年９月に、大手百貨店バイヤーへ県内の数社（木製生活用具、和紙小物など）を紹介した結果、１２月の年末迎春催事での販売が決定。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	0
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